


























































た、法目的に掲げ 同法第一条は、競争 限行為をはじめとする一定の行為を禁止して、直接目的＝「公正且つ自由な競争を促進」することによって、究極目的＝「一般消費者の利益を確保する ともに、国民経済の民主的で健全な発達を促進すること」としている点で 基本 に大きな変更はない
（３）
。そして、究極目的の「一般消費者の利益」
は、市場や取引関係におい 優位性のあ 事業者の一定の 規制す ことにより競争秩序を維持し、消費者の「選ぶ権利」を確保するという意味に理解されている
（４）
。また、独占禁止法は、中小企業にとっても、 「公正で自由な
競争秩序が維持された中で事業活動を展開 得る」という意味で 利益 確保 る役割 担っている。　
ところで、一九八〇年代以降、経済のグローバル化が著しく進展したことに伴い、経済活動の自由化や規制緩和
















かなど、独占禁止法という法制度の基本的性格の理解 も係 論点である。そこで、自由競争に力点を置く考え方にあっては 公正競争 ための規 は独占禁止法による本来の規制ではなく、規制体系の解体・再編が必要であるとの問題提起もなされることになる。 「公正且つ自由な競争」の意義については 独占禁止法の最も重要な概念の一つであるから、当然、従来から多く 議論 あったものの、一九九〇年代以降提起されてきたような不公正 取引方法規制 解体・再編につなが よう 議論で かった。　
このような問題提起がある一方で、独占禁止法は、規制改革以降、着実に不公正な取引方法規制を強化している。


























れる「一般消費者の利益」に反するような競争制限行為であっても、 「国民経済全体の利益」という見地から容認される場合があるとされる。 しかし 今日では、 こ ような産業保護政策的な見解が支持される余地はほとんどなく、通説的見解は、 法の直接の目的が「公正且つ自由な競争の促進」にあり、 これを通じて実現される究極の目的が「一般消費者の利益を確保す ともに、 国民経済の民主的で健全な発達 促進 」 であるとしている
（７）
。 判例では、




















際に、公正競争と自由競争とが意識的に分けて使用される場合が少なくない。とりわけ、独占禁止法の規制の三本柱といわれる私的独占、不当な取引制限及び不公正な取引方法のうち、前二者が「一定の取引分野における競争を実質的に制限す こと」 （競争の実質的制限）を要件としているのに対して、後 公正な競争を阻害するおそれがあるもの」 （公正競争阻害性）を要件としていることから、不公正な取引方法をめぐる議論においては、公正競争という概念が使用されてきた。それでは、 「公正且つ自由な競争」と公正競争・自由競争とはど ような関係になるのであろうか。　
まず、独占禁止法が目指している競争の促進は、個々の事業者がそれぞれ競い合い、競争相手を排除して第三者












































への影響を問題 、市場における全体としての競争の促進を図ることを目的とする法制度であることから、独占禁止法が目指している競争秩序維持の内容は、公正競争と自由競争に切り離すことはできず、 「公正且つ自由な競争」とされるべきである いう
）（1
（
。例えば、 今村説では、 第一条の「公正且つ自由な競争の促進」とは、 「この法律が、






























































































































次に、 不当対価についてであるが、 なかでも不当廉売規制は、 取引の公正化という点でも重要である。廉売行為は、













































客誘引、抱き合わせ販売、その他の 強制） 、取引妨害・内部干渉（競争者に対する取引妨害、競争会社への内部干渉）等である。このうち 事業者間取引におい 、取引の公正化を図るうえで特に重要と るのは、不当な取引強制と取引妨害・内部干渉である。　
不当な取引強制には抱き合わせ販売とその他の取引強制があり、前者は販売者が主たる商品の購入者に対してそ

















部干渉に対しては、民商法や不正競争防止法などの私法上の紛争として処理されたり 場合によっては刑事法による対応がなされたりすることもある。しかし、独占禁止法の規制対象 なる取引妨害や内部干渉は、競争手段として不公正であると評価され 行為で　
競争者に対する取引妨害は、競争者と取引相手との間の契約の成立阻止をはじめとする様々な妨害行為であり、



















干渉、大規模小売業、新聞業及び物流業に関する特殊指定、下請法などにより規制されている。上述のように、取引上の地位の不当利用規制を法体系上どのように位置づけるかをめぐっては、一九五三年の改正において導入されて以降、様々な議論が展開されてきた。さらに、今なお、 「現在あるルール」の解釈をめぐっても、また「本来あるべきルール」をど ように構築し いくべきかをめぐっても、多くの議論を呼んでいる行為類型である。　
取引上の地位の不当利用規制は、 「取引主体の自由かつ自主的な判断により取引が行われる自由競争基盤の保持

















指定では、①取引以外の商品購入要請、②経済的利益 提供要請、③不利益な取引条件の設定・変更、④上記以外の不利益を与える の条件・実施、⑤会社役員の選任に関する不当干渉、が濫用行為として規 されていた。改正後は、①～④が法定類型化され、③と④は統合されるとともに、下請法と同様に、商品の受領拒否、商品の返品、対価支払 遅延、対価の減額等を例示したうえで、不利益な取引条件の設定・変更・実施が課徴金 対象行為とされた。また、⑤について 法定類型とは切り離して 独自の行為類型として一般指定されている。　
取引上の地位の不当利用に関連する特殊指定類型としては、一九五三年の法改正後、一般指定に続いて百貨店業
特殊指定 （納入業者に対する百貨店 の濫用行為を ） と新聞業特殊指定 （新聞発行者による販売店へ 「押し紙」規制を含む）が行われ、特定業種ごとに濫用行為 具体化し、規制を行ってきた。このうち、新聞業特殊指定については、一九九九年に全面的改正が行われるとともに、二〇〇四年に 中小物流業者 対 大規模事業者による濫用行為を規制する物流業特殊指 てい 。また、百貨店業特殊指定についても、流通業をめぐる取引環境が大きく変化してい ことに対応して、二〇〇六年に全面的に改定され、大規模小売業特殊指定が行われた。　
また、 下請取引における優越的地位の濫用規制は、 一九五六年に制 された下請法によって行われている。 同法は、







































。 しかし、 独占禁止法が目指している 「公
























すること」をその目的に掲げていた（第一条） 。すなわち、同法は、独占禁止法の不当な顧客誘引規制のうち、消費者取引における特例を定めるものであり、独占禁止法の補助立法という位置づけがなされていた。同法 は、公正取引委員会 よる取締り（禁止行為違反に対する独占禁止法よりも簡易な手続 排除命令） 事業者による自主的協定（認可を受けた事業者・事業者団体の公正競争規約） 相互監視を通じて法目的を実現するという独占禁止法とは異なる二本立ての規制手法が採用され 。なお、上述の うに 景品表示法の所管は消費者庁に移行しているが、規制の基本的枠組みに変更はない。　
ところで、景品表示法の運用動向を見ると、景品付販売規制と表示規制との間には大きな差異がある。法の制定

















事件（公取委勧告審決昭五 ・六・一三審決集二二巻一一頁）では、 化粧品の販売組織に関するマルチ商法において、「消費者に対して、報奨金等の利益をもって、ディストリビューターとなるよう勧誘していることは、正常な商慣習に照らして、不当な利益をもって、競争者の顧客を自己と取引するように誘引し る」として、不当な顧客誘引に該当するとされた。当時、詐欺的商法であったマルチ商法を規制 特別の法律はなく、刑事事件として立件されるか、契約の当事者である消費者が公序良俗違反はじめとする私法上の主張を行って問題解決に当たる方法しかない中での独占禁止法による規制の発動であった。その後、一九七六年に訪問販売法（現在の特定商取引法）が制定され、訪問販売や通信販売とともに連鎖販売取引（マルチ商法）が規制対象となり、マルチ商法をめぐって不当な顧客誘引規制が発動され ことはなく った。　
本来、独占禁止法の不公正な取引方法規制は、マルチ商法以外でも、取引の公正性を歪める行為に対して他 法



















































法や特定商取引法などの消費者法の領域が拡充しつつあるが、消費者法は、主として事業者の優越的地位の濫用による著しく不公正な取引から の利益を保護し、民事救済を与える規制を行うものである」が、 「このような民事規制は、取引上劣位にある当事者のイニシアティブによる訴訟提起等を通じて初めて実現するのであり、優越的地位の濫用からの保護を民事救済に委ねるだけでは大きな限界が 」とす 。したがって、 「行政機関により積極 に優越的地位の濫用に係る規制 行うことが求められるこ になり、 政規制が民事規制を支援 両規制の相互補完が求められる」ことから、独占禁止法によ 優越的地位の濫用規制が われることも「十分にあり得ること」とされる。すなわち、根岸説では 消費者契約関係 により認められる契約取消権や不当契約条項の無効などの民事ルールを消費者取引における優越的地位の濫用から消費者の利益を保護す 度と捉え、同 く独占禁止法上の優越的地位の濫用規制も消費者取引に適用され、民事手段を通じた法実現 不十分な部分を行政的な手法を活用して補う で消費者取引の公正化を図 ことの必要性が指摘される。　
これ以外にも、近年では、消費者取引における事業者と消費者との間に存在する情報や交渉力の非対称性という




情報の非対称性による優越的地位の濫用のうち、ぎまん的顧客誘引及び景品表示法による不当表示として の対象となる行為以外を優越的地位の濫用規制の対象とする正田説の考え方に加えて、 情報 非対称性ばかりでは く、交渉力の非対称性も含めて、優越的地位の濫用 べきとの考え方が有力になってきた背景には、消費者保
三〇












るいは規制の可能性があるのかを検討してきた。事業者間取引における取引の公正化に関しては、特に規制改革以降、中小企業の側からの強い要請を受けて、公正取引委員会は「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引」に対する厳正・迅速対処の方針を打ち出し 規制強化を図ってきた。また、消費者取引に関しては、規制改革以降、消費者利益を重視する考え方が強まり、学説上ではあるが、消費者取引の公正化を図るための民事ルールの整備の状況を踏まえて、民事ルールと行政規制との相互補完という観点から、情報や交渉力の非対称性 即 た独占禁止法運用の必要性を説く見解が増えている。　
競争政策は「公正且つ自由な競争の促進」を図り、望ましい経済成果を達成しようとする公共政策であるとされ







策の基本原則として確認されており、 「力の大きい企業との間で実質的に対等な取引や競争ができず、中小企業自立性が損なわれ ことのないよう 市場を公正に保つ努力を不断に払う」ものとされている。したがって、中小企業政策は経済政策の基本 される競争政策と同じ方向性を持つ政策として展開され、中小企業政策を担う法制度として具体化された中小企業関係法も、原則として、競争政策 担う独占禁止法と同様に、 「公正で自由な競争秩序が維持された中で事業活動を展開し得る」という 利益 擁護する法制度であ と捉えられる。　
また、競争政策と中小企業政策がどのような政策として展開され、競争法及び中小企業法がどのように運用さ
















































くは原始独占禁止法とは異なるものとなっている。したがって、不公正な競争方法が不公正な取引方法に改められた以外、原始独占禁止法における文言を維持している第一条は、 「珍しい規定 であると評される（根岸哲編『注釈独占禁止法』 （有斐閣、二〇〇九年）二頁［根岸哲執筆］参照） 。
（
4）･･




独占禁止法の目的をめぐる議論に関しては、金井貴嗣「現代 おける競争秩序と法」 （ 『現代経済法講座１―現代経済













































































中心に行われるべきであるとする。そして、競争阻害行為に対する規制は、これを解体して自由競争の減殺に係る行為類型を「競争ルール」に一体化し、それ以外の行為類型は、 「競争ルール」から切り離して、別の制度にすべきであると主張される（村上政博『独占禁止法の新展開』 （判例タイムズ社、二〇一一年）二四―二七頁参照） 。この主張には、独占禁止法には法制定上の「原罪」 （アメリカ法を継受するうえでの失敗）があり、競争制限行為を中心とした欧米の「競争ルール」とは大きく異なる形で法制度が展開されてきたため 世界の競争法とは乖離しているという捉え方が前提になっている（同『独占禁止法』 （弘文堂、一九九六年）八二―八三頁、同「日本競争法の特質 （経済法学会年報一七号、一九九六年）一二七頁以下） 。なお、村上説 対して批判的検討を行うものとして、土田・前掲注
8）五〇八頁以下、内田耕作「不
























自由競争の減殺は、 「競争の実質的制限を萌芽的に捉えたもの」と理解 立場からは、 「市場支配力よりも低いレベ


































を投入するのでなければ供給を継続することができないような低価格を設定することによっ 競争者 顧客を獲得することは、企業努力又は正常な競争過程を反映せず、廉売を行っている事業者自らと同等又はそ 以上に効率的な事業者の事業活動 困難にさせるおそ 」があることと捉えて る（一般不当廉売ガイドライン２） 。
（
34）･･
正田説では、 「不当な低価格販売は、資本力、経済力 大きな事業者が 最終的には、常に優位に立つこと 競争









































































































































（一九九九年五月） では、 競争重視の立場から、 新しい中小企業政策の理念として 「多様で活力ある独立した中小企業の育成・発展」を掲げるとともに、①競争条件の整備、②中小企業者の自助努力支援、③セイフティネットの整備の三つを政策目標とすることを提言していた。報告書の詳細については 中小企業庁編 『中小企業政策の新たな展開』 （同友館、 一九九九を参照。
